
eビ ジネスの普 及 に関す る一考察
一新技術 と既存技術 との融合 を考 える一

今 野 克 義

1.は じ め に

ユ　

前稿では,経 営環境変化に伴う経営戦略を

① 規模の経済

② 範囲の経済

③ 時間の経済

の3段 階に体系化 し,そ の特徴 を論 じた。
ゐ

前稿では,日 本企業 として物流の最先端 をい くセブンイレブンジャパ ンを

例 に挙げ,同 社が 「時間の経済」を実践 していることを明 らかに し,情 報の

鮮度 を更に追及 してい く経営戦略を論 じている。

周知の通 り,経 営環境 はその変化の速度 を更 に増 している。これまでは

「良 し」 とされて きた成功体験が全 く通用 しなくな り,代 わって これまでは

未知 だったものが 「良 し」 とされて きている。前稿では,主 な小売業が従来

のビジネスモデルから脱却することがで きず に苦 しみ,ま た,金 融業 も何 と

か して時代が求める価値 に向かおうとしていることを明 らか としている。む

ろん,ネ ッ ト企業はその新 しさか ら,基 本的には 「時間の経済」 を実践 し,
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次の価値へ と方向性 を見出 していると考えられた。
わ

本稿 では,前 稿での考え方 を押 し進め,イ ンタ0ネ ット(IP技 術)ビ ジネ

ス と既存の業務 システム とが融合することによる企業戦略の変化について,

明らかにしてい く試み を展開 してい く。近年台頭 して きているIP技 術を踏 ま
ヰ　

え,ユ ビキ タス社 会 へ の対 応 を探 っ てい きたい。

企業 で利用 されてい る業務 システムが,1960年 代 以 降 い か に して 改 善 を重

ね,今 日のIPソ リュ ー シ ョ ンに到 達 した か を明 らかにす る ことによって ,今

日企 業 に起 きて い る経 営 環 境 の 変化 を如実 に表す こ とがで きよう。

2.業 務 システムの変遷

今 日のIP技 術 が確 立 され,企 業 の業 務 シ ス テ ム に活 用 され る までの歴史的

経緯 とそ の特徴 について整理 してお きたい。

一般 的 にIP技 術(=イ ン ター一ネ ッ ト)は1957年 に端 を発 す る とい わ れ て い

る。 「ソ ビエ ト連邦」 の人工衛 星 「ス プー トニ ック」 が世界 に先駆 けて宇 宙

へ飛 び立 ち,米 ソ冷 戦 下 にあ った 世 界 を震1uさ せ た 。 この 状 況 を重 く見 た 当

時 の アメ リカ合衆国 は 「ス プー トニ ックシ ョック」 と位置付 け,科 学技 術 の

挽 回 に注 力 した の で あ る。

その後,ア メ リ カ合 衆 国 は 国 防省 のARPA(AdvancedResearchProject

Agency:高 等 研 究 計 画 局)に 対 して,予 期 しな い情 報 の空 白状 況 を発 生 さ

せ ない システムの早急 な開発 を指示 した。1962年 ,こ れ に応 じる形 で 開発 さ

れ た の が,核 攻 撃 を受 け て もシス テ ムが 停 止 しない分散 型 ネ ッ トワー クシス
o)

テムの研究 であ った。 これが今 日のIP技 術 を支 え て い る研 究 で あ っ た とい え

る。

この研 究 では,ア メ リカ合 衆 国 内 の4つ の施 設 ,カ ル フ ォル ニ ア大学 ロサ

ンゼ ル ス校,ユ タ大 学 ,ス タ ン フ ォー ド国際 研 究所,カ ル フ ォル ニ ア大 学 サ

ンタバ0バ ラ校 を コ ン ピュー タ ネ ッ トワー クによって相 互接 続 し,世 界 初 の
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広域通信網 を構築 した。 また,各 施設問を複数の通信回線で結び,通 信 回線

の リダンダン ト化 も実現 した。
s1

図1で 示すように,通 信回線のリダンダン ト化で,

仮 に

①A→B問 の回線が攻撃により不通

となっても

②A→C→Bの 経路,あ るいは,A-D→Bの 経路

でAB問 の通信網が確保 され

③AB間 の通信が可能

となる。

図1通 信回線 の リダ ンダン ト化

(筆者作成)

これ が 今 日のIP技 術 を支 え る基 幹 技 術 の原 型 で あ る。

さて,こ れ と同 時 に コ ン ピュ ー タ シス テムが企業 の情報 シス テムに組 み入

れ られ,業 務 の効 率化 が 図 られ る。 あ とで示す ように1960年 代 以 降様 々 な業

務 シス テ ム が登 場 して きた。

本節 では代表 的 な業務 システム を歴 史的 な流れ に基づ いて整 理 し,1960年

代 か ら今 日に至 る まで を体 系 的 に論 じてい く。

結 果か ら先 に言 えば,1960年 代 か ら始 ま る一 連 の情 報 シス テ ムは,今 日の

IP化 へ の 布 石 で あ る。 す な わ ち,今 日のIP技 術 は これ まで の 蓄 積 され た技 術
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の集大成であるとも換言でき,過 去の技術をないが しろにした議論は成 り立

たない。

よって,本 節では,1960年 代以降の代表的な企業情報 システムを整理 し,

今 日のIP技 術浸透への道程 を探 っていきたい。

(1)「 電子データ処理システム」(EDP-ElectronicDataProcessing)

企 業の業務 システムを包括的に論ずる場合,1960年 代 に登場 した 「電子デ

ータ処理 システム」か ら始めるのが もっとも自然である
。

「電子データ処理システム」 とは,主 に

① 給与計算

② 会計記帳

③ 売上集計

等の事務処理の円滑な運営を支援するものである。電子デ0タ 処理 システ

ムは一般的な事務作業である給与計算や会計処理の際に発生する膨大なデー

タ処理 に使われたが,専 用端末 としての存在であったため広 く普及すること

はなかった。当然 なが ら高価な代物であ り,コ ンピュ0タ システムに多額の

投資 をすることがで きた企業が導入 しただけであった。

(2)「 経 営情 報 シ ス テ ム」(MIS-ManagementlnformationSystem)

そ の 後,1970年 代 に経 営 管 理 の た め に導 入 され た業務 シス テムが 「経営情

報 システム」 であ る。

「経営 情報 シス テム」 では主 に

① デー タベース

② コンピュー タの ネ ッ トワー ク化

等 の業務処理 を 目指 した。

「経営 情報 シス テム」 は前述 の 「電子 デー タシステ ム」 の機 能 を拡 張 した

ものであ り,導 入 当初 は デ0タ ベ ー ス 構 築 を 目的 と した業 務 シス テム を目指
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した よ うであ る。 しか しなが ら,1970年 代 当 時 の コ ン ピュ ー タの 能 力 で は技

術 的 に対 応 しきれない システ ムだったため,コ ンセ プ トを残 した ま ま衰 退 し

て い った といわれてい る。 また,当 時 の未 熟 な コ ンピ ュ ー タの 性 能 では,コ

ン ピュ ー タ ネ ッ トワ0ク の コ ンセ プ トも十分 に実 行 す る ことが で きず,複 数

の コ ンピ ュー タ を介 して情 報 を交換す る こ とがで きなか った。

さ らには,経 営 者 が業 務 上 の判 断 を行 な う際 に必要 な情報 を,必 要 な と き

に提 供 す る シ ス テ ム も 目指 したが,同 様 に,当 時 の コ ンピ ュー タの性 能 が 未

熟 だ ったため,満 足 な性 能 を達 成 で きず,や は り受 け 入 れ られ なか っ た・

(3)「 意 思決 定 支 援 シ ス テム 」(DSS-DecisionSupportSystem)

「意 思 決 定 支 援 シ ス テ ム」 は1970～80年 代 に,「 経 営 情 報 シ ス テ ム」 の 後

継概 念 と して提唱 された経営 管理 システムで ある。

「意 思決定支援 システ ム!と 「経 営 情 報 シス テ ム」 との 最 大 の違い は,エ

ン ドユ ー ザ が 直接 コ ン ピュ ー タを操作 で きる ようになった ことである。

つ ま り,限 られ た ホ ス トコ ンピ ュー タを複数 人で交代 しなが ら利 用す る方

法 か ら脱 したのであ る。 これ は,今 日の コ ン ピ ュー タ利 用 法 に も大 きな影響

を与 えている。時代 的背景 を考慮 すれ ば,企 業 が 高 価 な 「経 営 情 報 シ ス テ ム」

のホス トコン ピュー タを複数導 入す るこ とがで きず,実 際 の業 務 には活 用 で

きな か っ た とい える。す なわち 「複 数人対単数 の コンピュー タ」 を操作 す る

煩雑 さか ら導 入が見送 られ,衰 退 してい っ た経 緯 が あ る か らであ る。

「意 思決定支援 システム」 では 「複数 人対複数 コ ンピュー タ」 と して考 え

られてお り,よ り迅 速 な業 務 シス テ ム と して 導入 された。今 日,個 人が 専 用

の コ ンピ ュー タを利 用 して業務 システ ム上 に参画 してい る試 金石 で あった と

もい え よう。

む ろん,「 意 思 決 定 支 援 シス テ ム」 はユ ーザ イン ターフ ェースが発展 途上

にあ り,コ ン ピ ュ ー タの 専 門家 で な け れ ば活 用 しえないほ どの複雑 な操作 を

必 要 としてい た。一般 的な社員 が この シス テムを扱 うことは困難 であ り,日
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常 的な業務 に活用 され るにいた らず,衰 退 してい っ た。

(4)「 戦 略情 報 シ ス テ ム」(SIS‐StrategicInformationSystem)

1980年 代 に入 り,パ ー ソナ ル コ ン ピュ ー タの時 代 に突 入す る と 「戦略情報

システム」 が提 唱 され る。

「意思 決定支援 シス テム」 の発展 形 として提 唱 された同 コンピュー タシス

テ ムは利用者層 を拡 げた。

パー ソナル コンピュー タが 一般社 員 に も提供 され
,基 幹 業務 シ ス テ ム と接

続 され た の であ る。パ0ソ ナ ル コ ンピ ュー タは1985年 にマ イ ク ロ ソフ ト社 が

発 売 した ウ ィン ドウズ1.0を 皮 切 りに社 会 へ と浸 透 して い く。 ユ990年 に はバ

ー ジ ョ ン3 .0,1992年 に は大 ヒ ッ トした バ ー ジ ョン3 .1が 発 売 され る こ と とな

った 。 比 較 的 安価 なパ ー ソナル コ ンピュー タは企 業内で も受 け入 れ られ
,ホ

ス トコ ンピ ュ ー一タへ接 続 す る クライ アン ト機 として徐 々に普及 してい った
。

これ は,ロ ー カ ル エ リ ア ネ ッ トワ0ク(LAN)の 前 身 形 で あ り
,い わ ゆ

るス ター型 の コ ン ピュ ー タ ネ ッ トワー クを普及 させ た とい える。

加 えて,パ ー ソナ ル コ ン ピュ ー タの 普 及 はa経 営 者 が 占有 して い た情 報 シ

ス テ ム を全 て の社員 に開放 して企 業内の情 報 ネ ッ トワー ク構 築の原動力 とな

った。
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名称 年代 主な機能 ネ ッ トワ ー ク化

電 了 デー タ処理 システ ム(EDP)

ElectricDataProcessing
1960
給与計算

売上集計
×

経営情報 システム(MIS)

ManagementInformationSystem
197D
経営管理

情報提供

△(技 術 が未成熟 で

あった)

意 思 決 定 支 援 シ ス テ ム(DSS)

DecisionSupportSystem

1970

から

1980

経営管理全般

EUC*i

○(主 にTSS*2と し

て の利 用)

戦 略 情 報 シ ス テ ム(SIS)

StrategicInformationSystem
1980

経営管理全般

EUC

◎(企 業間通信 も可

能 となった)

表1業 務 シス テ ム の変 遷

(筆 者 作 成)
制EUC(エ ン ドユ ー ザ コ ン ピ ュ ー テ ィ ング)

*2TSS(タ イ ム シ ェア リン グ シス テ ム)

(5)ナ レッジ マ ネジ メ ン ト

1990年 代 に な る と,

・ソフ トウェアの進化(操 作 性 の 向上 な ど)

・ハ ー ドウ ェ アの 進 化(CPUの 性 能 向上 な ど)

・イ ンフ ラ ス トラ クチ ャの進 化(通 信 施 設 の産 業 基 盤 な ど)

とい った,本 格 的 な コ ン ピュ ー タ社 会 の到 来 を呼ぶ技 術 的進化 が多方 面で

相次 いで起 こった。 これに同調 して,業 務 シス テ ム も企 業 内 にお い て必 須 の

ア イテム とな り,あ らゆ る概 念 ・シス テ ムが 出現 して きた。そ して,そ の 概

念 を一般 化 した のが ナ レ ッ ジマ ネジメ ン トで ある。

ここで,ナ レ ッジマ ネ ジ メ ン トを導 くた め に,重 要 で あ る と考 え られ る概

念 ・シ ス テム を挙 げてお きたい。
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・SCM-SuppiyChainManagement(サ プ ラ イ チ ェ ー ン マ ネ ジ メ ン ト)

サプライチェーンマネジメ ントは企業活動の管理手法のひとつであ り,取

引先 との問の受発注,資 材の調達から在庫管理,製 品の配送 までを包括的に

管理することを目的 としている。

この手法 を活用 している企業がデルコンピュー タである。同社はアメリカ

合衆国内の本部から東南 アジアに点在 している製造組み立て拠点に指示 を出

し,航 空便で全世界の顧客の元へ商品を提供 している。 また,同 社のサプラ

イチェー ンマネジメン トはインターネット上による注文の場合,お よそ10日

間程度で納入を行 なえる。サプライチェー ンマネジメン トによる経営効率化

策で,同 社の在庫は圧縮 され,在 庫 による損失額を最小 限に抑えることに成

功 している。

すなわち,サ プライチェー ンマネジメン トとは各事業 ドメインの川上から

川下までをコンピュータネッ トワークを使 って包括的 に管理することで余分

な在庫などを削減 し,コ ス トを引 き■ドげる効果があるとされる。

・ERP-EnterpriseResourcePlanning(企 業 資 源 計 画)

企業資源計画 とは企業が保有 している全 ての経営資源 を有効 に活用すると

いう考えである。企業資源計画では全ての経営資源を統合的に管理 し,経 営

の効率化 を図る目的で広 く普及 している。

ボーイング社が アメ リカ,ヨ ーロッパ,日 本の設計開発拠点 をグローバル

情報 ネッ トワークで結んだ事例 を挙 げて考察 してお く。

従来,シ ステムエ ンジニアが開発業務 に携 わる時間は平均 して8時 間であ

った。これは先進国であれば常識的な考えであるが,生 産性 という側面か ら

考察 した場合,必 ず しも合理的なものではない。システムエ ンジニアがそれ

以上の労働を して生産性 を向上させることも可能ではあるが現実的には難 し
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い。そこで,ボ ーイング社では世界各国の開発拠点をグローバル情報 ネット

ワークで結び,24時 間化することよって経営資源の効率 的な運用 に挑んだ・

つ まり,同 社 は世界各国の拠点 を3つ の時間軸に分散 させて,そ れらのゾー

ンを有機的に結合 させることによって開発期 間の短縮化 をはか ったのであ

る。

また,企 業資源計画の前身 として資材所要量計画(MRP)が1960年 代 か

ら生産管理手法 として捉 えられ,企 業資源計画が広 く普及 してい く1990年 代

まで活躍 していたことも加 えてお く。

なお,資 材所要量計画 とは,生 産計画達成 を前提 として,部 品表 と在庫情

報か ら発注すべ き資源の量 と発注時期 を割 り出す ものである。前述のサプラ

イチェーンマ ネジメントの基本形であ り,在 庫の圧縮 と不足の解消 を同時 に

実現 したといえる。

この資材所要量計画に物流管理機能 と財務管理機能を追加 した ものが企業

資源計画 となったのである。

さ ら には,あ らゆ る企 業 活 動 に 目標 値(BPR-BusinessProcess

Reengineering)を 設定 して,そ れらを達成するための最適化 を図 り業務の

効率化 を実現 した。

・CRIVICustomerRelationshipManagement

企 業資源計画 は企業 内での活動 を表す概念 であ ったが,同 時 に,顧 客 との

関係 を良好 に保 つ 概 念 も考 察 しなければな らない。

CRMは 企 業 が 自社 の情 報 シス テ ム を活 用 してY顧 客 との 長 期 的 な 関 係 を

築 く手 法 の ことであ り,換 言 す れ ばB2B,B2Cの 関係 を安 定化 させ るた め の

概 念 で あ る ともいえる。

同概 念 では,コ ン ピ ュー タ内 にあ る デ ー タベ ースで商 品の受発 注,メ ンテ

ナ ンス,ク レー ム対 応 な ど を総 合 的 に行 い,顧 客 との密 接 な 関係 を一貫 して
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管理す る ことを実現 させ てい る。 この システム を活用 す るこ とに よ り,企 業

は顧 客 の ニ ー ズ に きめ細 か く対応 す るこ とがで き,顧 客 満足 度 を高 め,そ の

結 果 と して顧 客 を リ ピー ターへ と囲い込 む こ とがで きる。

CRMを 実現 す る ツ ー ル と して,マ イ ク ロ ソ フ ト社 のSQLサ ーバ 群 やIBM

社 の ノ ー ッ群 が 挙 げ られ る 。

KM-knowledgemanagement(ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト)

以上の概念 を受け,ナ レッジマネジメン トの特性 について考えてみたい。

ナレッジマネジメン トとは個 々の社員が持つ知識や情報を組織全体で共有

し,有 効 に活用することで業績 を上げようという経営手法である。「知識管

理」な どと訳 され,「KM」 と略 されることもある。

また,実 際 には,「有形資産(タ ンジブル)」 を指すだけではな く,む しろ,
フラ

「無形資産(イ ン タ ンジ ブ ル)」 を指 して い る と考 え るべ きで あ る。そ う した

考 えか ら,知 識 管 理 とは,個 々 の 社 員 が経 験 した 「形 式 知 」 だ けで は な く,

経 験 則 や仕 事 の ノ ウハ ウ とい った,普 段 は あ ま り言 語 化 され な い 「暗黙知」

まで を含 ん だ幅広 い ものを指す とい える。

「ナ レ ッジマネ ジメ ン トとは単 なる コン ピュー タシス テムの名称 ではな く,
S)

システムを利用 して業務 プロセス全体 を改善す ること指す。」

とい うように,同 概念は本節で論 じている経営活動全般 を包括的に指す。
9)

そうしたナ レッジマネジメン トの導入 を している事例 は多数ある。製造

業,サ ービス業,ま た教育産業 に至 るまで,知 識を経営の糧 とする企業には

必要な業務 システムであるといえる。近年,多 くの企業が 自社内のLANを

顧客向けに敷設 したインターネッ ト網 と相互接続 を行ない,す そ野の広いサ

ー ビスを実現 させている
。今後,こ うした流れはますます加速 してい くもの

と考 えられる。
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名称 対象 主な目的 関連

サ プ ラ イ チ ェ ー ンマ ネ ジ メ ン ト(SCM)

SupplyChainManagement

B2B

B2C

物流の包括的

管理
EDI

企 業 資 源 計 画(ERP)

EnterpriseResourcePunning

自社内 経営資源管理 MRP

BPR

カス タマ ー リ レー シ ョン シ ップ マ ネ ジメ ン ト(CRM)

CustomerRelationshipManagement

ii

B2C

顧客の囲い込

み
EDI

ナ レ ッ ジ マ ネ ジ メ ン ト(KM)

knowledgemanagement

自社内

1

無形資産の活

用
EDI

表2業 務 システムの変遷(1990年 代)

(筆者作成)

3.ユ ビキ タス化

IP技 術 が 急 速 に私 た ち の 身 の 回 りに普及 し,も は や イ ンタ ー ネ ッ ト自体 が

生 活 の 一部 とな りつつ ある。 これ は,意 識 して イ ン ター ネ ッ トを論 じていた

次元 か ら,無 意 識 に イ ン ター ネ ッ トを受 け入 れてい る状 態 とい える。す なわ

ち,イ ンター ネ ッ トは既 に私 た ちの 生活 に浸 透 しているのである。

さて,2003年2月 末 の 日本 の イ ン ター ネ ッ ト利 用 者数 は5645万 人 と され て
ユ0`

い る。そのお よそ4割 が 「ブ ロ ー ドバ ン ド」 を利 用 している。なお,こ の統

計 に は携 帯 電 話 ・PHS等 か らの利 用 者 も含 ま れ て お り,実 際 の状 況 に則 した

結 果 で は ない か と考 える。 しか しなが ら,普 及 率 とい う尺 度 だ けで 考 察 しよ

う とすれ ば さらに高 い数値が得 られ る もの と考 え られる。
ll)

なお,総 務 省 に よ れ ば,2005年 末 に は 日本 の イ ン ター ネ ッ ト利 用者 数が

8700万 人 を超 え る と され て お り,現 在 の2.5人 に ひ と りか ら,1.5人 に ひ と り

の イ ンタ ー ネ ッ トに発 展 してい くこ とが予測 され ている。

従 来,イ ン ター ネ ッ トへ の接 続 に はパ ソコンが必 要であ った。 それ までは
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操作 が煩雑 で,難 しい モ ノ とされ て い たパ ソ コ ンは1995年 の ウ ィ ン ドウ ズ95

発 売 に よっ て身 近 な存 在 と な りつ つあ った。 そ して,3年 後 に は ウ ィ ン ドウ

ズ98が 発 売 され イ ン ター ネ ッ ト時代 を切 り拓 き始 め る。その後 の 目覚 ま しい

発展劇 は記憶 に新 しい ところであ る。

ところで,パ ソ コ ンだ け が い わ ば独 占 して きた 「イン ター ネ ッ ト」 はあ ら

ゆ る機 器 に開放 されつつあ る。 日本で は携帯電話 のサー ビス と してイ ンター

ネ ッ トが組 み込 まれ,ま た,ア メ リカ合 衆 国 で はPDAの 機 能 と して イ ン タ

ー ネ ッ トが 普 及 して いる
。 これ は,IP技 術 の進 化 が 可 能 と した機 能 で あ り,

こ う した流 れ は今 後 も一般 家 庭 や企 業 の隅 々に組 み込 まれ るであ ろ う。

筆 者 は前稿 で インター ネ ッ トの浸透化 について既 に論 じて いる。パ ソコン

の普及 を通 してセ グメ ンテーシ ョンされた市場 にネ ッ トワー クとい うモ ノを

普及 させ,や が て はそ の パ ソ コ ン同士 を イ ンター ネ ッ ト環境 に接続 させ るこ

とに よ り第一 のステ ップが完了す る。つ いで,イ ン ター ネ ッ ト環境 に,金 融,

あ る い は電 子 決 済市 場 を組 み 込 む ことによ り家庭内 ・企業 内 に密=接 な ネ ッ ト

ワ ー クが構 築 され る とい うものである。 さ らには,そ う した イ ン ター ネ ッ ト

環 境 が 家 庭 内の家電 製品 に普及す る ことに よ り様 々なメ リ ッ トが生 まれ るこ

ととな る。 要す るにパ ソコンを基軸 とした イ ンターネ ッ ト化 は既 に完遂 して

お り,そ の次 の段 階 と して情 報 家 電 と称 され る機器が普及 し始 めてい る とい

うことなのであ る。

あ らゆ る段 階で ネ ッ トワー ク化 された機 器群 は設置場所 を問わず シーム レ

スに稼働 す るこ とがで きる。 これがす なわち筆者が考 える 「情報 の 同時性 と

共有 の経 済」 の論拠 であ り,今 後 と も大 き く発 展 してい くで あろ う。
12

イ ンター ネ ッ トに続 で きるパ ソコ ン以外 の端 末 をIAと い う。 例 を示 せ ば,

イ ン タ ー ネ ッ ト機 能 を内 蔵 したPDA,メ ー ル 機 能 を内 蔵 した 携 帯 電 話,さ

らに は,イ ンタ ー ネ ッ ト機 能 を内蔵 した 電子 レンジな どであ る。 これ らは全

て有線 無線 の如何 を問 わず インター ネ ッ トに接続 して何 らかの情 報 を得 る こ

とがで きる簡易端末で ある。総務省 による インターネ ッ ト普 及率の分析 で確
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13)

認 で きる ように,今 後 もイ ン ター ネ ッ ト利 用 者 が 増大 す るに伴 いあ らゆる形

態 の簡易端 末が ネ ッ ト接 続 される とみ られてい る。

さて,ユ ビ キ タ ス ・ネ ッ トワー クは,あ らゆ る機 器 群 が ネ ッ トワー ク に接

続 し,情 報 を相 互 に交 換 で きる 環境 を指す。す なわち 「いつで も,ど こで も,

必 要 な情 報 を」 とい う人 間 の欲 求 を瞬時 に満 たすパ ラダイムで ある。

社会 がIP技 術 を急 速 に取 り入 れ,ユ ビキ タス 化 して い る。 各 家 庭 ・各企 業

にパ ソコ ンが普及 し,ま た,そ れ が イ ン ター ネ ッ トに接 続 され る。 やが て,

あ らゆ る機 器 群 が イ ン ター ネ ッ トに接続 され 「ネ ッ ト化」 してい くこ とに よ

るユ ビキ タス化 は今後 ます ます進展 してい くもの と思 われ る。

4.IPビ ジ ネス を支 える技 術

さて,本 論 に戻 り,IPビ ジ ネ ス を支 え る技 術 につ い て 考 察 して い きたい。

IPビ ジ ネ ス を支 え て い るIP技 術 は

(1)TCP/IP

(2)HTTP

(3)WWW

(4)デ ー タセ ン ター

の ハ ー ドウェ ア 的 な側 面 と

(5)イ ン トラ ネ ッ ト

(6)XML

の ソ フ トウェ ア 的 な側 面 に大 別 で きる。

(1)TCP/IP(TransmissionControlProtocol/lnternetProtocol)

特 に デ ジ ュ リ ス タ ン ダ ー ドで あ るTCP/IPは イ ン タ ー ネ ッ トの 基 幹 技 術 と

し て 全 世 界 の コ ン ピ ュ ー タ で 利 用 さ れ て い る 。 約50億 個 あ るTCP/IPの 保 有
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　じわ

ア ドレスは,次 世代の規格 に改善 されるなど,益 々の進展が見 られる。これ
15)

は,企 業戦 略 に よる デ フ ァ ク トス タ ンダ0ド の様 相 と は一線 を隔 した状 況 で

あ り,イ ンタ ー ネ ッ トの 自由 な様 相 とはやや違 う。

しか しなが ら,イ ンター ネ ッ トが これ ほ ど まで に社 会 に浸透 し,あ らゆ る

ビ ジ ネ ス チ ャ ンス を創 出 して いる状 況 を鑑 み れば,TCP/IPの デ ジ ュ リス タ

ン ダー ド化 は大 成 功 であ った とい える。

(2)HTTP(HypertextTransferProtocol)

TCP/IP通 信 網 上 で 利 用 され るHTTPは,ウ ェ ブサ ーバ と ク ラ イ ア ン トPC

が デ ー タ を送 受 信 す る 際 に使 用 される重要 な プロ トコルで ある。 イ ンター ネ

ッ トを根本 か ら支 えてい る基幹技 術 であ り,こ れ を な くして は画 面 上 にホ ー

ム ペ ージ を表示 させ る ことがで きない。

これ まで随 時改 善 を重 ね,HTML文 章 を は じめ,DHTML,SHTML,

XML文 書 を扱 う こ とが で きる よ うに な って きた。 同時 に,各 文 書 か ら関 連
16j

付 けられている画像,音 声,動 画などのファイルを自由に扱 うこともで きる

等,応 用範囲が広い。

(3)WWW(WorldWideWeb)

ネ ッ トワー ク上 で 用 い られ る ドキ ュ メ ン トシステム をWWWと い う。 一 般

的 に は 「イ ン タ0ネ ッ ト」 と表 現 され る場 合 が 多 いが,実 際 に は単 な る ドキ

ュ メ ン トシス テムであ る。

1989年 に欧 州 核 物 理 学 研 究 所(CERN)の 研 究 員 が研 究 所 内 の論 文 を広 く

世 界 中に提供 す るため に開発 した閲覧 システ ムで ある。

1991年,ア メ リ カ 合 衆 国 にCIX(CommecialInternetExchange

Association)が 設 立 され,イ ン タ ー ネ ッ トは事 実 上 商 用 開放 された。そ の

後,NCSA,ネ ッ トス ケ ー プ社 らが ブ ラ ウザ を開発 ・提 供 しイ ンターネ ッ ト

が爆発 的 に広が ってい くこと となる。
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17;

なお,今 日ではW3CがWWWで 用いられる技術 についての仕様 を示 し,国 際

標準化にあたっている。

(4)デ ー タセ ン タ ー(datacenter)

イ ン ター ネ ッ ト接 続 業 務 や,機 器 の保 守 ・運 用 サ ー ビス な ど を提供 す る施

設 をデー タセ ンター とい う。富十通株式会 社が保有す る館林 デー タセ ンター

等 がそれ であ る。24時 間,365日,絶 対 に止 ま らな い シス テ ム を提 供 して い

る。

近年,デ0タ セ ン タ ー は 「イ ン タ ー ネ ッ トデー タセ ンター」(IDC)と も

呼 ば れ る よ うに な り,IP技 術 を駆 使 した施 設 が 続 々 と登 場 して いる。 イ ンタ

ー ネ ッ トデー タセ ンターが登場 して くる背景 には ,B2Cの 台頭 を挙 げ る こ と

が で きる。

つ ま り,既 存 の ビ ジ ネス で は営 業 時 間 内 のサ ー ビス提供 を前提 としていた

が,IP技 術 を用 い た ビ ジ ネス で は ナ レ ッジマ ネジメ ン ト等 のあ らゆ るシステ

ム を統合 し,顧 客 に24時 間 対 応 で きる仕 組 み を構 築 して いるか らであ る と考

え られるのである。

もとよ り,ネ ッ トワ ー ク に接 続 され て い る機器 は24時 間稼 動 す る もので あ

る が,シ ス テ ム障 害 や 停 電 等 に よ る予 期 しない トラブル を未然 に防 ぐには,

デ ー タセ ン ター にそ れ らの 機 器 運 用 を委託 してTCOの 削 滅 を 目指 して い る

と もい え る。

い ずれ に して も,デ ー タセ ン ターの 役 割 は ます ます重要度 を増 し,結 果 と

して情 報 の 一 極 集 中化 を招 く事 態 とな りつつ あ る。 こ うした,情 報 の 一極 集

中化 問 題 につ い て は文字通 り 「賛否両論」 とな る ところで あ り,今 後 の考 察

も含 め て更 な る研 究 を要す る と認識 している。

(5)イ ン トラ ネ ッ ト

個 人,企 業 がLANを 構築 した 上 で情 報 の 共 有 や ス ケ ジ ュー ル管 理等 を行
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うシステム を総称 してイ ン トラネ ッ トとい う。主 に

①電子 メール機能

② スケジュール管理

③電子掲示板

等 の機能 を備 えている。

イ ン トラネ ッ トの機 能 は上記の通 りグルー プ内の メ ンバ ー間お よび外 部 と

の コ ミュニケー シ ョンを円滑化す る電子 メール機 能やス ケジュール管理,電

子 掲 示板 に代 表 され る オ ンラ イ ン型 の業務 システムであ る。各 メ ンバ ーはス

ケ ジュールを共有す るスケ ジュー ラ機能,ア イデ アや ノ ウハ ウな ど をデ ー タ

ベ ース化 して共有す る文書共有機 能 ,稟 議 書 な ど複 数 の メ ンバ ー で 回覧 され

る文書 を電子化 して流通 させ て業務 の効 率化 をはか ってい る。

実 際の製品 は これ らの機能 を組 み合 わせ た ものが多 く,イ ン ター ネ ッ ト ・

イ ン トラ ネ ッ ト機 能 を付 加 した形 で製 品化 されてい る。

当初,イ ン トラ ネ ッ トはWWWシ ス テ ム を模 倣 した 簡易 シ ス テ ム であ った

が,多 機 能 な グル ー プ ウ ェ ア製 品 が登場 す るにつ れて,そ の性 能 を向 上 させ

て い っ た 。 グ ルー プウェア製 品 にはWWW機 能 を備 え た もの が 多 く,一 般 的

な ブ ラ ウザ か ら容 易 に ア クセ スで きるようになってい る。 そのため各方面で
18)

導 入 され,本 学 経 営 学 部 で もマ イ ク ロ ソ フ ト ・エ クスチ ェ ンジが 運用 され

た。

(6)XML(eXtensibleMarkupLanguage)

主 にHTTPやHTTPS上 で デ ー タ を送 受 信 す る 際 に用 い られ る拡張 型 のマ

0ク ア ップ言 語 で あ る
。

XMLの 特 徴 はユ ーザ 自身 が独 自の タ グセ ッ トを記 述 で き,自 由 な書 式 で

指 定 で きる とこ ろ に ある。 図2で 示 す よ う に,歴 史 的 な経 緯 でXMLを み る
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と,XMLがSGMLの 後 継 言 語 で あ る とわ か る 。 一 般 的 に,XMLはHTMLの

後 継 で あ る と考 え られ が ち で あ るが,そ れ は誤 認 で あ る。 む しろ,今 後 の マ

ー ク ア ップ型 言 語 はXMLを 基 本 と して拡 張 され るXHTML言 語 に移行 され て

い くの で あ る。

レ HTML

L_
▲SGML

) XML

一一一ウ[亟=]

図2XMLの 歴史的背景 と展望

(筆者作成)

今後 もIPビ ジネスではます ます複雑 な業務 システムが構築 されてい くと考

えられる。データベース等 の命令では実行不可能な部分 と,XMLの 持つ柔

軟 な言語セッ トを組み合わせれば,よ り効果的なサイ ト運営をすることが可

能 となる。そ うした意味で,XHTMLの タグセ ッ トが今後のシステム構築 に

強い影響 をもた らす と考えられる。

5.お わ り に

本稿では,企 業の業務 システムの歴史 について時系列で論 じて きた。その

歴史的発展の経緯は前述の通 り,改 善 につ ぐ改善の連続であ り,過 去の技術

を着実に積み重ねているといえる。

新技術 は過去の技術 を捨 てて開発 されたものであるとの見解がなされる。

しか し,技 術 を開発 した方 々の足跡は必ずや活用 されているのである。過去

の蓄積を元 に,今 後 も魅力的な技術が次々と開発 されるであろう。
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IP技 術は今 日のインターネ ットを支 える基幹技術である と同時に,企 業 と

顧客 を結ぶ新 しいマーケティングチャネルであるといえる。 この新興チャネ

ルにおいて顧客 との密接 な関係 を構築 し,新 たな市場 を開拓 してい くことが

企業 にとって今一番求められている方向性であろう。

周知の通 り、企業が利益 を獲得で きる唯一の場所は市場である。その市場

に企業のみならず,こ れまでは参加することができなかった顧客まで もが参

入するようになり,ま す ます市場はダイナ ミックに変貌 している。セキュリ

ティー問題等の難題 を抱 えて もなお魅力的な新市場であるともいえよう。

以上,研 究活動 と実務活動 を両立 して,eビ ジネスが企業に与 える影響 に

ついてさらに明らかにしてい くことが今後の課題である。
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〈資料集〉

(出 典)総 務 省 「通 信 利 用 動 向 調 査 」

http:〃www.johotsusintokei.soumu.ga・Jp/whitepaper/ja/h15/index.htmlな ど

に よ り作成 した。

ブロー ドバ ン ド利用人口の現状 と予測

(万人)

平成14年(2002年)末 平 成19年(2007年)末

イ ン ター ネ ッ ト利 用 人 口 6,942 8,892

ブ ロー ドバ ン ド利 用 人 口 1,955 5,967

自宅におけるパ ソコンからのインターネッ トの接続方法の推移

%}

ブ ロ ー ドバ ン ド

回線xt

常時接続

(ISDN}

ダ イ ヤ ル ア ツプ

(ISDN}

ダイヤルア ツプ

(電話 回線)

平 成12年 末 6.9 一 34.0 56.2

平 成13年 末 14.9 一 24.6 47.2

平成14年 末 29.6 16.8
f

11.2 44.9

L ノ
V

常 時接 続 での 利 用44.3x2

X1

X2

「ブロー ドバ ン ド回線 」:DS」 ケー ブル イ ンターネ ッ トT無 線(FWA等)

及び光 ファイバ。光 ファイバ は平成13年 か らの調査 項 目。常時接続(ISDN)

は,平 成14年 か らの調査 項 目

常時接 続 回線(ブ ロー ドバ ン ド回線 及 び常時接 続(ISDN))を 利用 して い

る世帯 とは,ブ ロー ドバ ン ド回線又 は常時接続(ISDN)の いず れか1つ 以

上 を利用 している世 帯 を指 す
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ブロー ドバ ン ド回線契約数の推移

(万契約)

(年度末)平 成11 12 13 14

FTTH 0.02 2.6 31

無線 o.og 0.8 3.3

ケ ー ブ ル イ ンター ネ ッ ト 22 7s 146 207

DSL 0.02 7.1 238 702

合計 22!
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ブロー ドバ ン ド契約数 の国際比較(上 位15か 国 ・地 域,2002年 末)

o 20夢4◎0600葛o(1毒Poo120Φ140()董,600

(芳契 約)

転巳ウ02(》 ◎o

米 国

韓国

臼嵐

カナダ

ドイツ

台 零

フランス

イギリス

オうン蟹'

香港

ペル牟㌧

スウェ篇デ ン

オ}ス トリア

デン7一 ク

イタリ7

露 馨 濫 鼎魯 惣 卑睾 罫 串幣 憂 魯 魯 輩蓄 翠

婁 誌 盤蔀 軸 ㌣粗 僻#憲 曲濫 糊 骨

舞 タ#卑 蔀 暫 聾 伽 包

#蝉 毒
舟#抽 抽,560

軸奪 奪雷 富313セ
韓 掌智孝 旧5i

卑146i
く く
ギ モ

罵{36

舳 曲lo占

韓ggl

塞 舞7i

　 　ハ

嬬54i

4唇i

E

0781魯蒔灘壷
毎
尊
母穐

霧咽
匙
鼻
舳
悌
岬曲輯抽

辞
'
点

68〔
學

品
榊
聾

57

姫

lTur∈ltr自teg1`F1自nれ1n響 、^'ork雲hOP〔 〕rlProrn⑪tln{}1ヨrlM〕dロ 自rld日 翁ck=gr喩un遵POP6r」 〔～=よ9f乍 成

携帯電話及び携帯インターネッ ト契約数の推移

(万契約)

(年月)

携帯電話契約数

(う ち)携 帯 イ ン ター ネ ッ ト契 約 数

!1.2 4,050 0.5

11.3 4,153 5

12.3 5,114 750

13.3 6,094 3,457

14.3 6,912 5,193

15.3 7,5G6 6,246
1

※ 携 帯 イ ン タ ー ネ ッ ト契 約 数 は,携 帯 電 話 事 業 者 に よ るiモ ー ド,EZweb(旧

EZaccessを 含 む),J-Skyの サ ー ビスの 契 約 数 合 計
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ドイ ツ 13.8

シ ンガ ポ ール 12.0

フ ラ ンス !1.7

米国 8.9

イギ リス 6.8

※ 数値は各国の主要な事業者における携帯電話契約数に占める携帯インターネ

ットの契約比率
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14)実 際 に はDHCP機 能 に よ りプ ラ イベ ー トア ドレス(192.168.0.0等)が 浸 透
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